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概要

　生コンクリート製造工場のミキサおよび生

コン運搬車の残コンやドラム内の洗浄にとも

ない発生する生コンスラッジは、全国で年間

約100万ﾄﾝ発生しています。これらのスラッジ

は一部再利用されていますが、大部分は脱水

ケーキ(水分約50％)状にして産業廃棄物とし

て埋立処分されています。しかし埋立処分場

の不足による処分費の高騰、廃棄物排出量の

削減が叫ばれている今日、有効な利用法の確

立が求められています。生コンスラッジは他

の廃棄物に比べて成分が均一であり、また表

１のように酸化カルシウムが約40％含まれア

ルカリ性を示します。このため焼却排ガスの

中和剤としての利用に注目し、都市ゴミ清掃

工場における酸性ガス吸収効果を試験すると

ともに、スラッジによる焼却飛灰中に含まれ

る重金属の安定化について検討したので、そ

の結果を報告します。

都市ゴミ清掃工場における酸性ガス吸収試験

　生コンスラッジによる塩化水素吸収反応は

複雑ですが、主に次式のような反応と考えら

れます。

　　CaO＋2HCl→Ca(Cl)２＋H２O

  一般に都市ゴミ１ﾄﾝ当たり約４kgの塩素が

含まれているので、塩化水素を中和するため

に必要なスラッジは、乾燥状態で7.6kgとなり

ます。

　本試験では大阪府下にある清掃工場の協力

を得て、２基並列設置されている実用炉(処理

能力150ﾄﾝ/日)を使用し、その内の１基(２号

炉)はスラッジをゴミに添加して試験を行い、

他の１基(１号炉)は比較対象のため通常運転

を行いました。試験ではゴミ1ﾄﾝ当たり40kgの

スラリー状にしたスラッジをゴミ上に散布し

混焼しました。また電気集塵機の出口で焼却

排ガス中の塩化水素濃度を30分間隔で測定し

ました。図１に焼却ゴミ１ﾄﾝ当たりに換算し

た排ガス中塩素量を示します。試験には通常

のゴミを用いたためにゴミの成分が均一では

なく、そのため時間により塩素量が変動して

います。通常運転を行っている１号炉の排ガ

ス中塩素量は平均約３kgでしたが、スラッジ

を添加した２号炉の排ガス中の塩素量は平均

約１kgまで減少しました。また同時に測定し

た電気集塵機灰中の塩素量(焼却ゴミ１ﾄﾝ当た

りに換算)は、通常運転を行っている１号炉で

は約１kgであるのに対して、スラッジを添加

した２号炉では約３kgでした。これらのこと

から、排ガス中の塩化水素は生コンスラッジ

に約70％吸収され、電気集塵機灰中に生コン

スラッジとともに回収除去されていることが

確認できました。



焼却飛灰中に含まれる重金属の安定化の検討

　都市ゴミ清掃工場で発生する焼却飛灰は重

金属を含んでおり、セメント固化等の中間処

理を行い無害安定化処理を施した上で、埋立

処分されています。そこで焼却飛灰に含まれ

る重金属の安定化へのスラッジの利用を検討

しました。実験では大阪府下の生コンクリー

ト工場で発生した脱水ケーキ状のスラッジを

用い、また焼却飛灰は大阪府下の都市ゴミ清

掃工場で発生したものを用いました。都市ゴ

ミ清掃工場では、日量平均150トン焼却し焼却

飛灰を5500kg(228kg/h)排出し、焼却飛灰の固

化のため、普通ポルトランドセメントと水を

ともに焼却飛灰に対して15％加えて重金属の

溶出を抑え処分しています。

　実験では、現状のセメント固化の条件に準

じて、焼却飛灰にセメントを15％添加した試

料と、セメントの代替としてスラッジを添加

した試料を調製しました。これらの試料につ

いて溶出試験を行った結果を表２に示します。

スラッジを添加した試料は、鉛、クロムが少

量溶出しましたが、セメントを添加した試料

と比較して溶出量はほとんど同等であり、ス

ラッジによる焼却飛灰中に含まれる重金属の

安定化の可能性が示唆されました。　

まとめ

  都市ゴミ清掃工場における試験から、スラ

ッジを都市ゴミに添加して混焼することによ

り焼却排ガス中の塩化水素は約70％除去され、

電気集塵機灰中に生コンスラッジとともに回

収除去されていることが確認できました。

　また焼却飛灰にスラッジを添加して焼却飛

灰中重金属の安定化を検討した結果、セメン

トを添加した試料と比較してほぼ同等の重金

属溶出抑制効果が認められ、スラッジによる

焼却飛灰中重金属の安定化の可能性が示唆さ

れました。

　今後は下図に示すような脱水スラッジを用い

た都市ゴミ清掃工場におけるシステムの検討お

よび小型焼却炉への応用を検討する予定です。
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